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沖縄県奨学金返還支援事業補助金申請に関するＱ＆Ａ 

 

１．補助対象の要件について（交付要綱第３条関係） 
Q1 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条に規定する中小企業者と 

はどのような者をさしていますか？ 
A1 業種毎に下記の表のとおりとなっております。また、中小企業基本法上の「会

社」とは会社法上の会社(株式会社、合名会社、合資会社等)を指すものと解
されており、社会福祉法人や医療法人等は対象外となります。 
※詳細は中小企業庁ホームページ（FAQ「中小企業の定義について」）をご

確認ください。https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm 

業 種  
①資本金の額又は出

資の総額  
②常時使用する従

業員数  

中 小 企 業 基 本 法
第２条第 1 項 

製造業、建設業、運輸業等 ３億円以下 ３００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 

 
Q2 従業員への奨学金返還支援制度を設けているとは具体的に何を準備したら

良いでしょうか？ 
A2 従業員に対する奨学金返還支援制度は、企業自身が就業規則等で文書として

明確に定めているもので、従業員の奨学金返済を支援するため金銭の支給
（代理返還を含む）を行うものとしております。 

 
 
２．補助対象経費について（交付要綱第４条関係） 
Q1 大学、その他各種団体が貸与する学資金とはどのようなものが該当します

か？ 
A1 大学等の教育機関が独自に支給している奨学金や自治体等から支給される修

学支援金等で、返済義務のある貸与型のものを対象としております。 
 
Q2 複数の団体から奨学金を借り入れている場合の取扱はどのようになります

か？ 
A2 合算した額が対象となります。 
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Q3 当該制度を既に取り入れている場合、交付申請前に行った支給は対象経費と
なりますか？ 

A3 申請日の属する月以降に行った支給から補助対象と致します（交付申請前に
行った支給は補助対象とはなりません）。 

 
Q4 対象期間中に退職した場合はどうなりますか？ 
A4 退職した日までに当該企業が支給した分を対象とします。 
  ※実績報告として「対象従業員が奨学金を返還したことを確認できる書類」

の添付が必要ですのでご注意願います。 
 
Q5 奨学金返済に係る利子も対象となりますか？ 
A5 対象となります。 
 
Q6 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 89 条に規定する「常時 10 人以上

の労働者を使用する使用者」に該当しないため、就業規則の作成義務が無い
場合は文書での規定は不要となりますか？ 

A6 就業規則の作成義務はありませんが、雇用契約等で当該従業員への奨学金返
還支援として手当等を支給することが確認できる文書の提出が必要となり
ます。 

 
Q7 就業規則又は賃金規則等の文書で明確に定めるとありますが、必要な記載事

項がありますか？ 
A7 各企業の支援内容（支給金額や支給時期等）については自由に設定いただい

てかまいません。参考に、以下に規則等への記載方法を例示します。 
なお、就業規則ではなく雇用契約書等に同趣旨の文言を入れてもかまいませ
ん。 

 
例）就業規則  

 
 
 
 
 
※以下に社内規定として整備する場合を例示 

（奨学金返還支援手当） 
第○条 奨学金返還支援手当は、現に奨学金を返済中の者に対し支給する。 

月額 ○○,○○○円 
なお、対象となる奨学金等、詳細については別に定める。 
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例）社内規定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

奨学金返還支援制度規程 
株式会社 ○○○○ 

（目的） 
第１条 この規程は、奨学金返還支援制度について定めたものである。 
（奨学金返還支援制度） 
第２条 奨学金返還支援制度（以下「支援制度」という。）とは、自身の奨学金を現
に返還している者に対して、会社がその返還額の一部を補助するために、毎月の手
当として支給する制度のことをいう。 
（支援制度の対象者） 
第３条 支援制度の対象者は、次の各号を全て満たす者（以下「支援対象者」とい
う。）とする。 
（１）就業規則○条に定める正社員であること（試用期間は除く） 
（２）令和○年度以降に採用された者 
（３）現に奨学金を返済中の者 
（支給対象） 
第４条 当該支援制度の適用を受けようとする者は、次の各号に規定する書類を会
社が指定する日までに提出しなければならない。 
（１）奨学金等の借入総額及び返済計画がわかる書類 
（２）入社した月における奨学金等の借入残高がわかる書類 
２ 支援対象者は、毎年、会社が指定する日に奨学金を返済していることを証明す
る書類を提出しなければならない。 
３ 支援対象者は、返済計画の変更があった場合、速やかに会社に申し出なければ
ならない。 
（○○手当） 
第５条 奨学金返還額の一部を、「○○手当」として毎月の給与で支給する。 
２ ○○手当は、月額○○,○○○円とする。 
（支給期間） 
第６条 ○○手当の支給期間は入社の日から最大○○とする。 
（支給の停止） 
第７条 ○○手当は、支給した者の奨学金の返済が確認できない場合、当該期間の
支給を停止する。 
（その他） 
第８条 本規程を変更する場合は、事前に社員に対して通知する。 
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Q8 就業規則に奨学金返還支援制度内容を入れる場合、補助金の申請の際に労働

基準監督署の受理印まで必要ですか？ 
A8 必要です。申請書に添付する就業規則は、労働基準監督署の受理印が押され

たものを添付してください。 
なお、雇用契約書に入れる場合は、当該従業員の契約書への署名押印が確認
できるものを添付してください。 

 
 
３．支援対象とする従業員の範囲について（交付要綱第５条関係） 
Q1 県外からのＵＩＪターン就職者だけでなく、県内就職者も対象となります

か？ 
A1 対象となります。 
 
Q2 事業主の親族は対象となりますか？ 
A2 原則として事業主と同居している従業員は対象となりませんが、勤務形態や

勤務条件が他の従業員と同様であると認められる場合は対象とします。 
 
４．補助対象となる従業員の支援期間について（交付要綱第６条関係） 
Q1 奨学金返還支援制度を新たに創設した場合、既存の従業員の対象期間はどの

ようになりますか？ 
A1 対象従業員の採用後に当該制度が創設された場合、採用から制度創設までの

期間を控除した期間を対象とします。 
  例）下記の場合対象は 52 か月となります 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

R4.4.1 R4.12.1 R9.3.31
控 除 期 間  対 象 期 間
↑

採用日
↑

創設日

↑

60か月目
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５．補助額について（交付要綱第７条関係） 
Q1 交付決定を受けた後に所得向上応援企業認証制度の認証を受けた場合の補

助額はどのようになりますか？ 
A1 認証を受けた日の属する月以降の支給について、交付要綱第７条第１項第２

号に定める上限額の適用を可能とします。 
※「交付決定内容変更承認申請書（様式第２号）」を提出し知事の承認を受け

る必要があります。 
 
６．その他 
Q1 従業員が奨学金返済を滞納した場合、どうなりますか？ 
A1 対象従業員が正当な理由なく滞納した場合は、補助金を交付しないことがあ

ります。 
Q2 従業員の奨学金返済が猶予された場合、どうなりますか？ 
A2 当該猶予期間は補助金の交付対象外となります。 
 
Q3 従業員の奨学金が免除された場合、どうなりますか？ 
A3 補助金の対象外となります。 
 
Q4 年度途中に全額繰り上げ返済を行った場合、どうなりますか？ 
A4 全額返済を行った月までの支給額を対象とします。 
 
 


